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経済基盤としての都市、生活の場としての都市という観点で大都市東京を格付け 

してみよう！ ムーディーズが行う債券や取引先などの格付けを例にとると、 

Ａａａ：最高の・超優良、Ａａ：高い・優良、Ａ：有望な・良好な…。東京がＡ 

クラスとして評価されるのは「情報の集中や電車・地下鉄などの良好な公共交通 

インフラ」が挙げられる。次にＢａａ：中クラス・必要十分な、Ｂａ：不確実、Ｂ：

見込薄…と分類されるＢクラスは、「住宅や商業などの生活関連施設」が挙げられ 

るだろう。Ｃａａ：危険な要素が存在、Ｃａ：極度に乏しい、Ｃ：最低…という表 

現が使われるＣクラスでは、「地震国ニッポン・オウムのサリン・ダイオキシン」 

などで都市の安全性はＣａａ〝危険な要素が存在〟という評価になってしまう。 

経済力を背景にしたムーディーズのニッポン格付はＡａａ。格下げが検討されて 

いるようだが、都市東京の安全性や市場が評価している「ニッポンの政治」レベ 

ルとは格段の差である。経済力にふさわしい〝大都市東京〟になっていないとい 

う評価が衆目の一致するところではないだろうか。 

オフィスビルなどの建物について評価を掘り下げてみよう。首都圏のオフィスビ

ルの半数は建築後１０年以内。そのうえ、地震に強い新耐震基準で建築されている

ビルは７割と言われており、東京の建物はバブル期に優良なストックに生まれ変わ

っていることが分かる。しかし、都心部においてはそれが半分である点が指摘され

ており、地震に弱い旧耐震ビルは２棟に１棟、コンクリートの塩害劣化を招く海砂

使用の可能性ビルは３棟に１棟、さらにアスベスト使用可能性ビルが４棟に１棟と

いうのが現実だ。これらを最新の技術で長寿が可能な優良な社会資産に建て替える

ことができれば、地震国ニッポンといえども建物の分野でＡクラス入りが可能かも

しれない。これらの都市再生には借地借家法の改革による立ち退き問題の解消や経

済的なインセンティブとしての容積率緩和、証券化などによる建て替え資金の直接

導入が求められている。首都圏のオフィスビルだけでも１万棟がその対象とされ６

兆円以上の建設需要が見込まれる。公共投資と違って血税を使うことなく、強力な

政策誘導さえあれば民需による経済対策として「都市再生」は実現できるハズであ

る。 


